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住工共生のまちづくりの推進に関する施策

1. 市民      企業 共生   環境形成 促進  施策
例）市内工業系地域 新  住宅 建  際 建築協議

2. 住工混在の緩やかな解消に資する施策
例）工場移転 関  補助金 都市計画法上 手法 活用

3.      企業 立地 促進及 創業 継続 支援  施策
例）工場立地 関  補助金 相隣環境 改善 関  補助金

4. その他住工共生のまちづくりに関する施策
例）住工共生     協議会 認定

東大阪市住工共生      条例 目的
住工共生           基本理念 定  市民      企業 
建築主等、関係者及び市の責務を明らかにするとともに、住工共生のまち
づくりの推進に関する基本的な事項を定め、住工共生のまちの実現に寄
与する。

１．住工共生      条例及 住工共生     審議会

住工共生       基本理念
誰  安全 快適 暮      元気 働 活力    経済活動 
営     及      企業 果  役割 重要性 理解  本市  
ノづくりのまちであることに誇りを持てるまちの実現を図る。



２．審議内容（支援施策施策 見直     ）
１．相隣環境対策支援補助金
住宅側  申 立    騒音 振動 苦情
について、モノづくり企業が実施する建築物、
設備等 改善対策 対  補助金 交付

４．住工共生     協議会支援補助金
住工共生      条例 基  認定   
「住工共生まちづくり協議会」が実施する事業
 対  補助金 交付

２．工場移転支援補助金
市内の工業系以外の用途地域で製造業を
営むモノづくり企業が、工場を工業系の地域へ
移転する際、機械設備の移転費用に対して
補助金 交付

５．住工共生モノづくり立地促進補助金
新  市内 工場 立地  製造業 営 場
合、当該工場に係る土地及び家屋の固定資
産税及び都市計画税の一定割合に対して補
助金 交付

３．事業用地承継支援対策補助金
モノづくり推進地域における一定要件に該当
する製造業事業用地を、市の定める要件に
該当する製造業の事業用地として売却した場
合 土地 売主 対  補助金 交付



２．審議内容（支援施策施策 見直     ）

工場移転支援補助金及 相隣環境対策支援補助金      
平成２６年度  平成３０年度   ５年間 集中投資期間 銘打  支援 充実      
近年 利用件数 鈍化を受   平成３１年度以降      補助率 当初 １／２ 戻  
補助上限額      過去 利用実績等 鑑  据 置  

•  工場移転支援補助金 及  相隣環境対策支援補助金      、補助率 制度開始当初 戻 

• 「事業用地承継支援対策補助金  現状維持

平成２５年度 平成２６ ３０年度
（拡充） 平成３１年度以降

補助率 上限額 補助率 上限額 補助率 上限額
工場移転支援補助金 １／２ ３００万円 ２／３ ５００万円 １／２ ５００万円

相隣環境対策支援補助金 １／２ １００万円 ２／３ ３００万円 １／２ ３００万円

事業用地継承支援対策補助金 － － １／２ ５００万円 １／２ ５００万円



２．審議内容（支援施策施策 見直     ）

①平成31、32年度 ･･･ 特別用途地区 除  補助期間 ５年  ３年 改正
②平成33年度以降 ･･･ 工業専用地域     補助率     １／２  １／４ 改正

（     最大  固定資産税 都市計画税 １／２ 補助金   交付）

• 住工共生     立地促進補助金      平成３１年度以降段階的 縮小傾向 
• 用途地域毎に支援施策のメリハリをつける

工業専用地域 モノづくり推進地域 特別用途地区
（H29.4.1施行）工業地域 準工業地域の９１％

Ｈ15.4.1 Ｈ23.9.30 1,000㎡以上･3年 1,000㎡以上・3年 － －
Ｈ23.10.1 Ｈ26.3.31 1,000㎡以上･3年 500㎡以上・3年 －
Ｈ26.4.1 Ｈ28.3.31 同上 同上 500㎡以上・3年
Ｈ28.4.1 1,000㎡以上･5年 500㎡以上・5年 500㎡以上・5年
Ｈ29.4.1 同上 同上 同上 面積要件無し･5年
平成31、32年度 1,000㎡以上･3年 500㎡以上・3年 500㎡以上・3年 同上

平成33年度以降 同上。ただし、補助率
をそれぞれ1/4とする 同上 同上 同上

【補助要件と補助期間の変遷】


